
マンスリーレポート

単位型投信/海外/債券

2025年5月30日基準

分配金情報（税引前）

※当資料は7枚ものです。

※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

※1 純資産総額を基に計算しています。

※2 平均格付は、債券の格付を組入債券時価総額（格付なしを除く）に対す

る割合で加重平均したものであり、ファンドの信用格付ではありません。

※3 修正デュレーションは、債券価格の金利変動に対する感応度を示す指

標です。この値が大きいほど、金利が変化した際の債券の価格変動が大き

くなります。

（設定日：2022年9月30日）
基準価額は1万口当たり・信託報酬控除後の価額です。なお、信託報酬率は「ファンドの費用」をご覧ください。

基準価額[分配金込み]は、税引前の分配金を加算したものとして表示していますので、実際の基準価額と異なります。
基準価額は設定日前日を10,000円として計算しています。
上記は過去の実績であり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。
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運用実績の推移

基準価額・純資産総額 ポートフォリオ構成

ポートフォリオの状況

騰落率（分配金込み）

分配金実績（税引前） ※直近3年分

※1 分配金は1万口当たり

※2 上記の分配金は過去の実績であり、将来の分配金の支払いおよび

その金額について保証するものではありません。

※3 分配金額は、分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらか

じめ一定の額の分配をお約束するものではありません。分配金が支払

われない場合もあります。

※1 騰落率は、税引前の分配金を加算したものとして算出していますので、実際の投資家利回りとは異なります。

※2 上記は過去の実績であり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。

※3 各期間は、基準日から過去に遡っています。また設定来の騰落率については、設定当初の投資元本を基に計算しています。

※比率は純資産総額に対する割合です。※基準価額は1万口当たり

Ｏｎｅ日本企業米ドル建て債券ファンド２０２２－０９

愛称 ︓ ドルのめぐみ２０２２－０９

債券組入比率 98.1 %

現金等比率 1.9 %

組入銘柄数 16

平均最終利回り（年率、信託報酬控除前） 4.77%

平均クーポン 2.59%

平均残存期間（年） 1.46

修正デュレーション 1.39

平均格付 A-

基 準 価 額 11,138 円

純 資 産 総 額 766 百万円

第1期 (2023.09.27) 105 円
第2期 (2024.09.27) 105 円
設定来累計分配金 210 円

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 2年 設定来
0.92% -2.96% -2.42% -2.78% 13.74% 13.48%
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※当資料は7枚ものです。

※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

格付別比率業種別比率

組入上位１０銘柄

※当資料中の各数値については、表示桁未満の数値がある場合、四捨五入して表示しています。
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※1 組入比率は当ファンドが組入れている債券の評価額に対する割
合です。

※2 業種はブルームバーグの基準に基づいています。
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No. 銘柄 業種 クーポン 償還日 格付  組入比率（%）

1 SOFTBANK GROUP CORP 4.0 07/06/26 無線通信 4.000% 2026/07/06 BB+ 7.38

2 NISSAN MOTOR ACCEPTANCE 1.85 09/16/26 自動車関連 1.850% 2026/09/16 BB+ 7.33

3 CENTRAL NIPPON EXPRESSWY 0.894 12/10/25 無保証政府出資 0.894% 2025/12/10 A+ 7.17

4 SUMITOMO MITSUI FINL GRP 2.174 01/14/27 銀行 2.174% 2027/01/14 A+ 7.07

5 OLYMPUS CORP 2.143 12/08/26 ﾍﾙｽｹｱ 2.143% 2026/12/08 BBB+ 7.06

6 SUMITOMO CORP 1.55 07/06/26 その他産業 1.550% 2026/07/06 A- 7.06

7 SUMITOMO MITSUI TRUST 2.8 03/10/27 銀行 2.800% 2027/03/10 A+ 6.94

8 MITSUI & CO 2.194 01/19/27 その他産業 2.194% 2027/01/19 A 6.87

9 MIZUHO FINANCIAL GROUP 3.663 02/28/27 銀行 3.663% 2027/02/28 A+ 6.85

10 JERA CO INC 3.665 04/14/27 電力 3.665% 2027/04/14 A- 6.73

※1 組入比率は当ファンドが組入れている債券の評価額に対する割合
です。

※2 格付は、格付機関（S&P、Moody's、Fitch）による上位のものを採用し
ています。

※1 組入比率は純資産総額に対する割合です。

※2 業種は、ブルームバーグの基準に基づいています。
※3 格付は、格付機関（S&P、Moody's、Fitch）による上位のものを採用しています。

ご参考

※ ポートフォリオ構築完了日時点（2022年10月6日）における

組入債券の平均最終利回りです。

取得時の最終利回り（年率） 5.61%

Ｏｎｅ日本企業米ドル建て債券ファンド２０２２－０９

愛称 ︓ ドルのめぐみ２０２２－０９

通貨別比率

米ドル 98.1%

日本円 1.9%

※比率は純資産総額に対する割合です。
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※当資料は7枚ものです。

※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

1．市場動向
米国5年国債利回りは、ISM製造業景況感指数や雇用統計などの経済指標が堅調だったことや、米中関税引き下げ合意などを
背景に、景気鈍化懸念が後退し、月末対比で上昇（価格は下落）しました。
当ファンドで保有する日本企業発行のドル建て債券のスプレッド（利回り格差）は、多くの銘柄で縮小しました。

2．運用状況
債券組入比率を高位に保ちました。

1．市場見通し
米国金利について、雇用や物価情勢を確認しながら、政策金利引き下げが見込まれる一方、関税影響による物価上振れリスク
も意識される中、金利低下のペースは緩やかになる可能性があるとみています。
米国クレジット市場について、利回りに着目した投資家の堅調な需要が見込まれることから、スプレッドは概ね安定的に推移す
ると想定します。

2．運用方針
原則として、投資を行う債券を満期日まで保有することで、安定した利子の獲得を目指し、利子、償還金については再投資を検
討します。

※ 上記のマーケット動向と運用状況は、過去の実績であり将来の運用成果等をお約束するものではありません。また、見通しと運用方針は、作成時点のものであり、
将来の市場環境の変動等により当該運用方針が変更される場合があります。

マーケットの動向とファンドの運用状況

今後のマーケットの見通しとファンドの運用方針

Ｏｎｅ日本企業米ドル建て債券ファンド２０２２－０９

愛称 ︓ ドルのめぐみ２０２２－０９
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※当資料は7枚ものです。

※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

ファンドの信託期間は2022年9月30日から2027年9月27日までです。

＊当ファンドを途中換金した場合には金利変動の影響を受けます。

当初設定時および償還準備に入った場合には、組入資産の流動性等を考慮して、米国国債への投資を行う場合があります。

＊１ 実質的な平均最終利回りとは、当ファンドにかかる信託報酬等の費用を控除した後の利回りをいいます。
＊２ ポートフォリオ構築時の市場環境によって債券利回りが低下した場合、ポートフォリオ構築後に組入債券がデフォルトした場合、ファンドの償還日までに
売却されたり満期を迎えたりした債券の再投資を行う場合に利回りが低下していた場合、信託期間中に当ファンドを換金した場合などには、年３％程度の水
準を下回る場合があります。
＊３ 組入外貨建資産について原則として為替ヘッジを行わないため、円ベースでの利回りは為替変動の影響を受けます。なお、当水準は将来の運用の成果
を示唆および保証するものではありません。

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

ファンドの特色(くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください)

信託期間が約５年の単位型の投資信託です。

信託財産の着実な成長と安定した収益の確保を図ることを目的として、運用を行います。

主として日本企業（その子会社および関連会社を含みます。）が発行する米ドル建ての社債（投資適格未満の債券を含みま
す。）に投資を行います。また、わが国の政府関係機関ならびに地方自治体などが発行する米ドル建て債券にも投資を行う場
合があります。

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。

ポートフォリオの米ドルベースでの実質的な平均最終利回り＊１は構築時において、年３％程度＊２＊３の水準をめざします。

債券への投資にあたっては、主として信託期間終了前に満期償還が見込まれる債券に投資を行います。

ポートフォリオの平均格付けは、構築時においてA－格相当以上をめざします。ただし、市場環境によっては、これを下回る場
合があります。

原則として、当ファンドは投資を行う債券を満期日まで保有することで、金利変動リスクを低減し＊、安定した利子の獲得をめざ
します。ただし、信用リスク、利回り向上等の観点から、満期日前に保有債券を売却する場合があります。

保有債券が信託期間中に満期償還される場合または償還日前に売却される場合には、信託期間終了前に満期償還が見込ま
れる別の債券に投資する場合があります。

運用にあたっては、債券の発行体の信用力、バリュエーション、流動性に基づき投資魅力度の高い銘柄を選定しながら、分散
投資によりリスクの低減を図ります。

※市況動向等によっては設定当初のポートフォリオ構築の完了までに一定期間を要する場合があります。

Ｏｎｅ日本企業米ドル建て債券ファンド２０２２－０９

愛称 ︓ ドルのめぐみ２０２２－０９
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※当資料は7枚ものです。

※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

為替変動
リスク

為替相場は、各国の政治情勢、経済状況等の様々な要因により変動し、外貨建資産の円換算価格に影響をおよ
ぼします。当ファンドは、組入外貨建資産について原則として為替ヘッジを行わないため為替変動の影響を受け
ます。このため為替相場が当該組入資産の通貨に対して円高になった場合には、保有外貨建資産が現地通貨
ベースで値上がりした場合でも基準価額が下落する可能性があります。

信用
リスク

有価証券等の価格は、その発行体に債務不履行等が発生または予想される場合には、その影響を受け変動し
ます。当ファンドが投資する債券の発行者が経営不安・倒産に陥った場合、またこうした状況に陥ると予想される
場合、信用格付けが格下げされた場合等には、債券の価格が下落したり、その価値がなくなることがあり、基準
価額が下落する要因となります。

主な投資リスクと費用（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください）

当ファンドは、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、ファンドの基準価額は
変動します。これらの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保
証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託は預貯金
と異なります。

なお、基準価額の変動要因は、下記に限定されるものではありません。その他の留意点など、くわしくは投資信託説明書（交付目
論見書）をご覧ください。

金利変動
リスク

金利の変動は、公社債等の価格に影響をおよぼします。金利の上昇は、一般に公社債の価格を下落させ、基準
価額が下落する要因となります。

費用の詳細につきましては、当資料中の「ファンドの費用」および投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
当ファンドへの投資に伴う主な費用は信託報酬などです。

流動性
リスク

有価証券等を売却または取得する際に市場規模や取引量、取引規制等により、その取引価格が影響を受ける
場合があります。一般に市場規模が小さい場合や取引量が少ない場合には、市場実勢から期待できる価格どお
りに取引できないことや、値動きが大きくなることがあり、基準価額に影響をおよぼす要因となります。

カントリー
リスク

投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制、また取引規制等の要因によって資産価格や通
貨価値が大きく変動する場合があります。海外に投資する場合には、これらの影響を受け、基準価額が下落する
要因となります。

Ｏｎｅ日本企業米ドル建て債券ファンド２０２２－０９

愛称 ︓ ドルのめぐみ２０２２－０９
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マンスリーレポート
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ファンドの費用（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください)

下記の手数料等の合計額、その上限額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

●投資者が信託財産で間接的に負担する費用

※当資料は7枚ものです。

※P.7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

●投資者が直接的に負担する費用

ありません。

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額を、換金時にご負担いただきます。

換金手数料

信託財産留保額

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.913％（税抜0.83％）

その他の
費用・手数料

その他の費用・手数料として、お客様の保有期間中、以下の費用等を信託財産からご負担いただきます。
・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料
・信託事務の処理に要する諸費用
・外国での資産の保管等に要する費用
・監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用　　　等
監査費用は毎日計上（ファンドの基準価額に反映）され、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（休業日の場合は翌営業日）
および毎計算期末または信託終了のとき、その他の費用等はその都度ファンドから支払われます。
※これらの費用等は、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあるため、事前に料率・上限額等を示す
ことができません。

お申込みメモ(くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください)

１口以上１口単位で販売会社が定める単位

換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額

原則として換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

換金単位

換金価額

換金代金

信託期間

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。

換金申込受付の
中止および取消し

換金申込不可日
以下のいずれかに該当する日には、換金のお申込みの受付を行いません。
・ニューヨーク証券取引所の休業日　・ロンドン証券取引所の休業日
・ニューヨークの銀行の休業日　　　・ロンドンの銀行の休業日

申込締切時間
換金のお申込みは、原則として営業日の午後3時30分までに販売会社が受付けたものを当日分のお申込みとします。な
お、販売会社によっては異なる場合がありますので、詳しくは販売会社にお問い合わせください。

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「愛称：
ジュニアNISA（ジュニアニーサ）」の適用対象です。
※税法が改正された場合等には、上記内容が変更となることがあります。

年1回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。

次のいずれかに該当する場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し、当該信託を終了（繰上償還）することがあり
ます。
・信託契約を解約することが受益者のために有利であると認める場合
・信託財産の純資産総額が30億円を下回ることとなった場合
・やむを得ない事情が発生した場合

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、
換金のお申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた換金のお申込みの受付を取り消す場合があります。

換金制限

2027年9月27日まで（2022年9月30日設定）

収益分配

決算日 毎年9月27日（休業日の場合は翌営業日）　

繰上償還

課税関係
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マンスリーレポート

2025年5月30日基準

当資料のお取扱いについてのご注意

○

○

○

○

○

投資信託は
①

②

③

販売会社（お申込み、投資信託説明書(交付目論見書)のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください）

○印は協会への加入を意味します。 2025年6月13日現在

（原則、金融機関コード順）

※当資料は7枚ものです。

投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。

預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社を
通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。

当資料における内容は作成時点（2025年6月13日）のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

当資料は情報提供を目的とするものであり、投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。

当ファンドは、債券等の値動きのある有価証券に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により
基準価額は変動します。このため、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆さまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。

当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性につい
て、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

◆委託会社およびファンドの関係法人 ◆

＜委託会社＞アセットマネジメントOne株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号

加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

＜受託会社＞みずほ信託銀行株式会社

＜販売会社＞販売会社一覧をご覧ください

◆委託会社の照会先 ◆

アセットマネジメントOne株式会社

コールセンター 0120-104-694

(受付時間：営業日の午前9時～午後5時）

ホームページ URL https：//www.am-one.co.jp/

◆収益分配金に関する留意事項◆

○収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益(評価益を含みます。))を超えて行われる場合があり

ます。したがって、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

○分配金は純資産総額から支払われます。このため、分配金支払い後の純資産総額は減少することとなり、基準価額が下落する要因となりま

す。計算期間中の運用収益以上に分配金の支払いを行う場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。

Ｏｎｅ日本企業米ドル建て債券ファンド２０２２－０９

愛称 ︓ ドルのめぐみ２０２２－０９

商号 登録番号等
日本証券業

協会

一般社団法

人日本投資

顧問業協会

一般社団法

人金融先物

取引業協会

一般社団法

人第二種金

融商品取引

業協会

備考

株式会社千葉銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第39号 ○ ○

株式会社富山第一銀行 登録金融機関　北陸財務局長（登金）第7号 ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○
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